
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２０年４月１日現在の人数である。

 (3) 特記事項（三沢市独自の給与抑制措置） (3) 特記事項（三沢市独自の給与抑制措置） (3) 特記事項（三沢市独自の給与抑制措置） (3) 特記事項（三沢市独自の給与抑制措置）
・ 全職員の期末手当を１０％減額支給。（平成１７年度～）

・ 全管理職の管理職手当の支給額を２０％削減。（平成１９年度～。平成１７年度～１８年度は支給率の２％減率を実施。）

・ 特別職の給与を削減。市長約２０％、副市長約１２％、教育長約８％。（平成１５年度～）

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

千円　

2,526,015424 5,9581,656,550 256,149 613,316

　　計　　Ｂ

千円　

6,132

住民基本台帳人口

　　　　　（20年度末）

歳出額　

　　　　　　Ａ

三沢市の給与・定員管理等について

実質収支 （参考）

19年度の人件費率

％　

　　　　　千円　

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料

20.0

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

千円　

一人当たり

千円　

人件費

　　　　　　Ｂ

給与費 B/A

人件費率

Ｂ／Ａ

％　

18.7

千円　

3,772,306

期末・勤勉手当

区　　分

千円　

408,945

人　20年度

42,688 20,153,994

人　 千円　

職員数

　　　　　　Ａ 職員手当

区　　分

20年度 千円　

105.0 

1

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

 　　　

 (5) 給与改定の状況 (5) 給与改定の状況 (5) 給与改定の状況 (5) 給与改定の状況
三沢市では人事委員会を設置していないため、省略します。三沢市では人事委員会を設置していないため、省略します。三沢市では人事委員会を設置していないため、省略します。三沢市では人事委員会を設置していないため、省略します。

(H16)

92.6 

(H16)

96.2 

(H16)

98.2 

(H21)

94.4 

(H21)

95.6 

(H21)

98.4 

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

三沢市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在） (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在） (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在） (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

344,161円 338,326円

－

293,700円

342,617円

317,400円

－ －－

うち施設管理

うちボイラー技師 367,100円

参考民間公務員

355,66043.3

360,876

平均給与月額

Ａ／Ｂ職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額

（Ｂ）

328,447 379,013類似団体

293,717円

うち調理師

290,650円

424,176

平均給与月額

（国ベース）

390,023

―

対応する民間
の類似職種

平均年齢

（国ベース）

平均給与月額

自家用自動車運転手 51.6歳

362,376

調理師

46.9歳

391,770

514人

34人 322,965円

うち自動車運転手 47.7歳

356,344円

332,567円

－342,814円

－－

－

－

－ －

－

322,737円 － －－

354,500

平均給料月額

－ －

－

325,521

－

うち清掃職員 42.8歳 2人

2人

46.8歳

6人

－

44.3

7人 316,314円

平均年齢区　　分

325,236

－

区分

三沢市

うち用務員

うち火葬場

三沢市

青森県

国

58.0歳

うち薬剤助手

43.4

41.5

48.7歳

青森県

国 49.2歳

13人

平均年齢

48.0歳

49.2歳

－－ － －

－

317,200円 339,300円

355,004円

214.0千円

－

193.1千円

－

404,512円 379,433円

－

4,429人 285,548円

1.69用務員

廃棄物処理業 44.2歳

54.5歳

1.57

299.9千円 0.98

219.2千円

－44.3歳

－ －

－

－ － －

－

－

346,798円

316,854円 361,085円 347,744円

347,983円 352,020円

2人

2

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１８年～２０年の３ヵ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

※ 調理師・薬剤助手については、該当者が１人のため、割愛します。

－

－

2,984.7千円

－6,457,398円

1.84

－318,612円 －329,184円 －32人類似団体 48.2歳

うち火葬場

うち薬剤助手

うち施設管理

4,731,456円

年収ベース（試算値）の比較

公務員
（Ｃ）

305,088円

区分

三沢市

うち清掃職員

－

Ｃ／Ｄ

－

うちボイラー技師

5,475,967円

－

2,598.9千円

4,156.1千円 1.14

－

3,027.0千円 1.90

－

参考

民間
（Ｄ）

－

うち自動車運転手

5,659,145円

5,736,837円

－

－

うち用務員

－

－

－

5,551,520円

うち調理師

5,495,993円
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③教育職（青森県及び類似団体は小・中学校（幼稚園）教育職）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④公安職（三沢市及び類似団体は消防職、国は警察職）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

 (2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在） (2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在） (2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在） (2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

44.2

―

40.6

365,424

（国ベース）

平均給与月額

386,700

―

338,783

―

国

172,200

328,254

平 均 年 齢 平均給料月額

387,500

433,549

433,335

347,062

平均給与月額

377,060386,647

平均給与月額

332,778

322,231 372,706

304,748

―

青森県 ―

三沢市

三沢市

172,200

区　　分

大　学　卒

三　沢　市

172,200一般行政職

40.1

類似団体 43.9

青森県

国

平均給料月額

区　　　　　分

48.2

区　　分 平均年齢

41.5

類似団体

青　森　県

3

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在） (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在） (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在） (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※　該当者がいない場合は「－」としています。

――

― ―

140,100 140,100

経験年数１５年

297,300

公　安　職

264,575

207,800

158,100

237,600

123,500 ―

公　安　職

経験年数１０年

大　学　卒

技能労務職

342,150一般行政職

技能労務職

高　校　卒

296,033

137,200

―187,500

140,100

137,200

中　学　卒 129,200

大　学　卒

高　校　卒

区　　　　分

326,038

245,800

経験年数２０年

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

高　校　卒

―大　学　卒

高　校　卒

―

―

―

377,833

242,460 298,700

320,350

―

276,817

3



３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在） (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在） (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在） (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

（注）１　三沢市の職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　　　　　　　　％

11
７　　級

37 12.0

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％
係長、主任主査

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人
課長、副参事

16.9

14

　　　　　　　　％

標準的な職務内容

15.648

区　　分

３　　級

　　　　　　　　人

52

課長補佐

教育次長、会計管理者、参事、
政策推進監、商業活性化推進監

４　　級
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

１　　級 主事
　　　　　　　　人

２　　級 主査

57 18.6

4.6

部長、理事、事務局長

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

５　　級

3.6

６　　級

構成比職員数

28.7

　　　　　　　　％

88

７級

3.6%
９級100%

７級

4

  

　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

１級

16.9%

１級

16.7%
１級

1.1%

２級

15.6%

２級

17.4%

２級

16.4%

３級

28.7%

３級

29.7%

３級

13.8%

４級

18.6%

４級

15.8%

４級

20.4%

５級

12.0%

５級

13.3%

５級

18.4%

６級

4.6%

６級

12.4%

７級

3.6%

７級

11.2%

８級

3.4%

９級

2.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

６級

3.4%

７級

3.7%

4



 (2) 昇給への勤務成績の反映状況 (2) 昇給への勤務成績の反映状況 (2) 昇給への勤務成績の反映状況 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当 (1) 期末手当・勤勉手当 (1) 期末手当・勤勉手当 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算5～20％ 　・役職加算5～20％　　・管理職加算10～25％ 　・役職加算5～20％　　・管理職加算10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

1,428

青　　　　　森　　　　　県 国

0.75

1.45

1.55

１．勤務成績
　　　毎年１回全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。
　　　また能力・実績主義に基づく給与制度に対応させるための「新たな人事評価制度」として、組織目標及び個人目標を設定
　　　し、業績評価及び能力評価を試行しています。
２．昇給への勤務成績の反映状況
　　　既存の勤務成績の評定結果に基づき、「普通」より劣るものについてのみ、反映しています。「普通」より優れているものに
　　ついては、新たな人事評価制度の構築により適切な評価ができるようになれば実施していく予定です。

１人当たり平均支給額（20年度）

1.395

三　　　　　沢　　　　　市

1,812

2.655 1.50

0.75

3.0

0.75

1.45

1.6

2.95

―１人当たり平均支給額（20年度）

5

 (2) 退職手当（２１年４月１日現在） (2) 退職手当（２１年４月１日現在） (2) 退職手当（２１年４月１日現在） (2) 退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 ・定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 ・定年前早期退職特例措置

　（2％～20％加算） 　（2％～20％加算）

・職務の級に応じた調整額 ・職務の級に応じた調整額

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。

59.28

26,020

59.28

59.28 59.28

59.28

30.55

33.50 41.34

47.50 47.50

4,160

三　　　　　　　　　　　沢　　　　　　　　　　　市

23.50

59.28

23.50

国

41.34

30.55

１．勤務成績
　　　毎年１回全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。
　　　また能力・実績主義に基づく給与制度に対応させるための「新たな人事評価制度」として、組織目標及び個人目標を設定
　　　し、業績評価及び能力評価を試行しています。
２．勤勉手当への勤務成績の反映状況
　　　既存の勤務成績の評定結果に基づき、「普通」より劣るものについてのみ、反映しています。「普通」より優れているものに
　　ついては、新たな人事評価制度の構築により適切な評価ができるようになれば実施していく予定です。

33.50
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 (3) 地域手当 (3) 地域手当 (3) 地域手当 (3) 地域手当

（２１年４月１日現在）（２１年４月１日現在）（２１年４月１日現在）（２１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）(２２年度の制度完成時）(２２年度の制度完成時）(２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                                          

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       

三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。

 (4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在） (4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在） (4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在） (4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　円

　円

　円

市立病院以外
0

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

なし

0

支給対象職員数

医師 3,167,363

医師以外の医療職 232,038

市立病院

66,515

0支給実績（20度決算）

その他の職員

支給実績（20年度決算）

支給率

23,900

支給対象地域

市立病院

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

なし

公安職

その他の職員

512

支給率 国の制度（支給率）

0

国の制度（支給率）

支給対象地域

医師以外の医療職

468,692

90,927

医師

6

　円

　円

　円

　円

　％

診療報酬点数表により算定し
た麻酔料の２０％

麻酔科以外の医師 全身麻酔の業務

１体８００円

日額２９０円

消防職員

本俸の４３％～６５％

 麻酔手当

医師以外の医療職 232,038

0

行旅死亡人の収容作業

はしご付消防ポンプ自動車の
はしご上での消火作業

その他の職員

死体処理

市立病院に勤務する医師

 危険作業手当

 防疫手当 当該業務に従事する者
感染症の病原体が付着し若し
くは付着の危険がある物件の
処理作業

 死体処理手当

診療業務 医師診療従事手当

１件２，０００円

市立病院に勤務する職員

消防職員

当該業務に従事する者

主な支給対象職員

市立病院以外
7,311

市立病院

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

手当の種類（手当数）

救急自動車による患者等の移
送

28.4

その他の職員 0

１回１４０円

公安職

主な支給対象業務

１回２００円

手当の名称

 行旅死亡人取扱手当

 救急業務手当

6



 (5) 時間外勤務手当 (5) 時間外勤務手当 (5) 時間外勤務手当 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 平成１９年度については、時間外勤務手当に休日勤務手当・夜間勤務手当が含まれています。

 (6) その他の手当（２１年４月１日現在） (6) その他の手当（２１年４月１日現在） (6) その他の手当（２１年４月１日現在） (6) その他の手当（２１年４月１日現在）

円98,263 千円管理職員に対し、32,000円～56,000円を支給

国の制度
との
異同

１枚500円～1,000円

配偶者無

525,467

13,000円/月

１回２，０００円～３，２００円

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ）

深夜（午後１０時から翌日午前
５時までの間）に行われる看護
業務

 助産師手当

配 １

日額２，０００円～５，０００円

192

支給実績

（20年度決算）

支給職員１人当たり

扶養親族のある職員に支給

11,000円/月

 夜間看護手当 市立病院に勤務する看護師等

国の制度
と異なる

内容

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

管理職手当 同じ

配偶者

月額３，５００円

 診断書等作成手当 市立病院に勤務する医師 診断書等の作成

 呼出手当
市立病院に勤務する医師、看護
局長、副看護局長、看護師長、薬
局長及び技師長

市立病院に勤務する助産師

正規の勤務時間外に呼び出
され又は引き続き病院に勤務
したとき

助産師業務

手　当　名 内容及び支給単価

93,317

132,948

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ） 137

（20年度決算） 平均支給年額

7

円

円

通勤手当

自動車等利用者

交通機関利用者
（限度額）

円/月

10,200円/月

毎年１１月から翌年３月までの各月の初日に
おいて在職する職員に対して支給

2,000～24,500

17,800円/月

夜間勤務手当

世帯主で扶養親族のある職員

14,677

円/月

配偶者無

同じ

90,443

配
偶
者
以
外

１
人
目

寒冷地手当 同じ

同じ

休日勤務手当

２人目以降

11,000円/月

6,500円/月

5,000円/月

55,000

満１５歳に達する日以後の最初の４月１
日から満２２歳に達する日以後の最初
の３月３１日までに有る子に加算する額
一人につき

千円

千円

千円

祝日法による休日等及び年末年始の休日等
において、勤務した職員に支給

同じ 13,610

正規の勤務時間として午後１０時から翌日午
前５時までの間に勤務した職員に支給

同じ

世帯主で扶養親族のない職員

その他の職員

137,470

6,500円/月

配偶者有扶養手当

7,360円/月

通勤のため自動車や電車などを利用している
職員に支給

円

67,724 円

234,917

45,646

千円 101,537

円

千円

41,112

16,043
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円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円

日直又は宿直者に対し1回5,900～20,000円
を支給

管理職員が休日等に勤務した場合に１回
4,000～8,000円を支給

医師に対し269,300円以内の範囲で支給

小学校修了前までの子を扶養する職員に対
し１人あたり5,000円又は10,000円を支給

27,000円/月

住居手当

借家・借間
                        （支給限度額）

児童手当

単身赴任手当

自ら居住するための住宅を借り受け、一定額
(12,000円)を超える家賃を支払っている職員又は自
宅に居住する世帯主である職員に支給

管理職員特別勤務手当

自宅所有（平成２１年１１月で廃止）
（新築・購入後５年経過まで）

2,500円/月

2,804,580

21,800 千円 357,367

千円56,092

620,000

報

酬

副 議 長

議 員

432,000

同じ

同じ

同じ

690,000

単身で生活する職員に対し月額23,000円を
支給（距離による加算有）

市 区 町 村 長

598,000

給

料

宿日直手当

初任給調整手当

23,470

0

865,000

1,176

同じ

同じ

同じ 35,568

千円 0

千円

千円 188,188

120,979

円

千円 294,000

200,000522,000

465,000 180,000

区 分

（参考）類似団体における最高／最低額

給 料 月 額 等

705,000

392,000

議 長

収 入 役

259,000940,000

769,000 249,000

630,000

230,000

544,000

357,000

副 市 区 町 村 長

8

円 円／ 円
（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）
　690,000円×在職月数×0.520 17,222,400円 任期毎
　620,000円×在職月数×0.265 7,886,400円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

収 入 役

議 長

市 区 町 村 長

収 入 役

酬 議 員

期
末
手
当

議 員

副 市 区 町 村 長

副 議 長

退
職
手
当

副 市 区 町 村 長

3.3
　　（20年度支給割合）

備　　　　考

465,000 180,000

市 区 町 村 長

357,000

3.3
　　（20年度支給割合）
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６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

議　　　会
総務企画
税　　　務
民　　　生
衛　　　生
労　　　働
農林水産
商　　　工
土　　　木

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

病　　　院
水　　　道
下　水　道
介護保険
そ  の  他

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

平成20年

　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数

平成21年

21

6

普
通
会
計
部
門

20

欠員不補充
＜参考＞

0

39

112
△ 17

110

△ 10

△ 5

425

267

1

△ 2

△ 1

0

0
111

48

99.56

事務の民間委託等

欠員補充

事務の統廃合△ 1

△ 8

事務の統廃合
＜参考＞

事務の民間委託等及び退職不補充
0

△ 1

主 な 増 減 理 由
対前年
増減数

小　計

事務の統廃合

教育部門

32

62.55

73.32

一
般
行
政
部
門 40

110
19 19

6

20

0

260

20

[        0  ］

16

業務増113

1

[          777 ］

19

22

700 △ 15
＜参考＞

160.47

40

0

258

計

53

277

消防部門
442

9

17
15

小　計

9

204

0

18 1 欠員補充
欠員不補充

96.38

△ 1
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

205

2

欠員補充

12

685

[          777 ］

合　　計

9

（2)年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）

60歳

～ ～

区　分

32歳

未満

～

8

23歳

～～

24歳

計

61

20歳 20歳

27歳 35歳

人

56歳

～

57 3

人 人

47歳 51歳

7469

28歳 36歳

人

40歳 48歳

39歳

～～ ～

人

59歳

人

43歳

685

人人

70 74

人

100

以上

～

31歳

52歳

55歳

44歳

8089
職員数

0

人 人人 人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成

比

%（例）
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

728 686 △ 42

277

２年目

１９年

純減率

268267

17年～22年

計 数値目標５年目

―

４年目

（参考）

48

△ 6△ 20

１年目

△ 2

△37(102.8%) △ 36△ 10

△ 6

△ 11

―

283

110112

△ 5

△ 3

110

△ 5

△6(100.0%)

―

△11(100.0%)

53

△ 5.77

２２年

職員数

２１年２０年１８年　　　　　　　　　区　　分

部　　門

職員数 304

１７年

計画始期

職員数

平成17年4月1日

増 減

教　育

増 減

職員数

消　防 職員数

増 減

249 258

4 3

728

増 減 △ 15

711

公 営 企 業

等 会 計 増 減

255

2

計

251職員数

700 685

303

平成22年4月1日 純減数

３年目

一般行政

△ 1

59 58

116

△ 1

△ 1

116

48

728

260

58

0

115

260

686

0

11

△ 42

―

△ 11

―

11

△43(102.4%)

職員数

2

0 △ 17

10

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              
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７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況

　(1)　三沢市水道事業(1)　三沢市水道事業(1)　三沢市水道事業(1)　三沢市水道事業

  　① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２１年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項（三沢市独自の給与抑制措置）

・ 全職員の期末手当を１０％減額支給。（平成１７年度～）

・ 全管理職の管理職手当の支給額を２０％削減。（平成１９年度～。平成１７年度～１８年度は支給率の２％減率を実施。）

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在）

歳 円 円三 沢 市 水 道 事 業

千円

6,781

基本給 平均月収額

人

9,413 5,80717

（参考）市町村水道事業平均

311,508 460,998

　　　　　千円 千円

一人当たり

千円

区　　分 総費用 純損益又は実

　　計　　Ｂ

23,440 98,712

給　 料 職員手当

千円

20年度

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

20年度

％ ％

21.4 22.5

区　　分

千円

　　　　　　Ａ

65,859

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

43.3

千円　　　　　千円

Ｂ　

95,560546,294

職員数

　質収支

Ａ  

　　　　給与費 　　B/A期末・勤勉手当

める職員給与費比率

一人当たり給与費

18年度の総費用に占

116,740

千円　

総費用に占める

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

11

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（20年度支給割合） （20年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　・役職加算5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

1.45 ― ―2.655

0.75 ― ―1.395

三沢市水道事業 水道事業(公営企業会計)市町村平均

1,379 1,769

１人当たり平均支給額（20年度）

水道事業(公営企業会計)市町村平均 45.6 370,362 564,094

１人当たり平均支給額（20年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 ―

11



イ　退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 ・定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

　（2％～20％加算）

・職務の級に応じた調整額

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２１年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。                                                                                           

三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。

なし

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（20年度決算）

なし

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

―

支給対象地域 支給率

4,160

支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

26,020

59.28 59.28

水道事業(公営企業会計)市町村平均

59.28

30.55

―

―33.50

―

三沢市水道事業

―

―

―

41.34

15,530

0

0

―

―

47.50

23.50

―

12

三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。三沢市では地域手当の制度を導入していません。

エ　特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 平成１９年度については、時間外勤務手当に休日勤務手当・夜間勤務手当が含まれています。

236

手当の種類（手当数） 0

手当の名称

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 3,675

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） 204

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ） 4,013

支給実績（20度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 0

0.0職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

12



カ　その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円
正規の勤務時間として午後１０時から翌日午
前５時までの間に勤務した職員に支給

同じ

同じ

千円

千円

405

0

36,734

0

その他の職員

休日勤務手当

夜間勤務手当

祝日法による休日等及び年末年始の休日等
において、勤務した職員に支給

6,500円/月

（20年度決算）
内容及び支給単価手　当　名 （20年度決算） 平均支給年額

13,000円/月配偶者

国の制度
との
異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績 支給職員１人当たり

通勤手当

通勤のため自動車や電車などを利用している
職員に支給

同じ

扶養手当

257
円/月

同じ 2,496 千円 499,200

扶養親族のある職員に支給

同じ 2,268 千円 226,800

11,000円/月

6,500円/月

管理職手当 管理職員に対し、32,000円～56,000円を支給

円

配
偶
者
以
外

１
人
目

配偶者無

配偶者有

２人目以降

5,000円/月

満１５歳に達する日以後の最初の４月１
日から満２２歳に達する日以後の最初
の３月３１日までに有る子に加算する額
一人につき

10,200円/月

自動車等利用者 2,000～24,500 円/月

千円交通機関利用者
（限度額）

55,000

世帯主で扶養親族のある職員

世帯主で扶養親族のない職員

51,360 円

寒冷地手当

毎年１１月から翌年３月までの各月の初日に
おいて在職する職員に対して支給

同じ 1,189 千円17,800円/月

7,360円/月

69,902 円

自ら居住するための住宅を借り受け、一定額

13

円

円

円

円

住居手当 千円 円

児童手当
小学校修了前までの子を扶養する職員に対
し１人あたり5,000円又は10,000円を支給

同じ 660 132,000

管理職員特別勤務手当
管理職員が休日等に勤務した場合に１回
4,000～8,000円を支給

同じ 0 0

単身赴任手当
単身で生活する職員に対し月額23,000円を
支給（距離による加算有）

同じ 00 千円

同じ 0宿日直手当
日直又は宿直者に対し1回5,900～20,000円
を支給

0 千円

同じ
自宅所有（平成２１年１１月で廃止）
（新築・購入後５年経過まで）

2,500円/月

千円

千円

1,067

自ら居住するための住宅を借り受け、一定額
（12,000円）を超える家賃を支払っている職員又は
自宅に居住する世帯主である職員に支給

213,400

借家・借間
                        （支給限度額）

27,000円/月

13



④定員管理の数値目標及び進捗状況（三沢市全職員で計画しております）④定員管理の数値目標及び進捗状況（三沢市全職員で計画しております）④定員管理の数値目標及び進捗状況（三沢市全職員で計画しております）④定員管理の数値目標及び進捗状況（三沢市全職員で計画しております）

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

増 減 0 △ 17 △ 11

728 711 700

△43(102.4%) △ 42

― 686

△ 15

685

等 会 計

計 職員数 728

11

平成22年4月1日

2

―58

△ 1

267277

増 減 2 4 11

58

―

―

△ 20

△ 2

110

△ 10

△ 1 △ 3

△ 5

公 営 企 業 職員数 249

3

職員数 職員数

728 686

303

△ 6

260

計画始期 １年目 計 数値目標

260

△6(100.0%) △ 6

283

251 255 258

消　防 職員数 116 116

増 減 0

110

48

△ 11△ 1 0

53 48

112

△ 5

115

増 減

304

増 減

１７年

― 268

△11(100.0%)

（参考）

△37(102.8%) △ 36

５年目

１９年 ２０年１８年

一般行政 職員数

教　育 職員数 59

２１年 ２２年 17年～22年　　　　　　　　　区　　分

部　　門 ２年目 ３年目 ４年目

△ 42 △ 5.77

純減数 純減率平成17年4月1日
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